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　めざす成果

十分な消防力が整っている

救命講習受講者資格取得
者数（累計）

救急車の現場到着までの
所要時間

「めざす成果」を達成するための施策展開（ロジックツリー）

総合計画掲載指標① 総合計画掲載指標② 総合計画掲載指標③
火災発生率（10,000人当
たり）

その他見直し

平成２５年度「めざす成果」の達成に向けた進行管理シート

３－２－３　十分な消防力が整っている

　総合計画体系

　健康領域・基本目標 まちの健康・安全と安心が感じられるまち

　個別目標 災害への対応力を高める

迅速な消防体制、救命救急体制と地域の防災対応力が維持され、火災
や事故による被害が最小限に抑えられています。

既存事業の拡充

事業の効率化

・消防・救急無線デジタル化移
行事務事業の廃止・縮減

・平成26年度で設置工事が完了するため、事業を廃止
します。

【市民、地域、事業者の火災対応力や応急手当能力を強化する】
・心配蘇生法等の応急手当が実施できるバイスタンダーを育成するために各種救命講習
会を開催しました。
・ＡＥＤマップを作成し、市民に配布することで、幅広く市民にＡＥＤが活用できる環
境を整えました。
・平成24年度までに24時間営業のコンビニエンスストア81店舗にＡＥＤを設置しまし
た。
・福祉施設、小規模雑居施設など実態に応じた指導を行うとともに、消防全体として火
災予防査察の強化を図りました。

【火災などの災害に対し、被害を最小限にするため、迅速かつ効率・効果的な活動を行う】
・消防・救急無線デジタル化に伴う共同使用アンテナ基地における維持管理等につい
て、関係する自治体と協議を行いました。
・高機能指令装置の更新に伴い、施設の面積及び電源確保等について、運用に支障を期
たさないよう綿密な協議調整を行いました。
・東日本大震災及び鉄道事故を教訓とし、より効率的な救助活動を行うため、必要資機
材の整備を行いました。
・地震体験車の導入により、各種のイベント等に参加し、幅広く市民に震度体験を促し
ました。

平成２４年度までの
主な取り組み内容

構成事業に対する考え方
（事業の量及び実施手法）

・大規模災害等発生時に、被害を最小限にするための災害対応資機材を計画的に整備す
るため、新たな整備計画を作成する必要があります。
・増加する救急需要への対応と、市内医療機関の受け入れ態勢の確保が必要です。
・高機能指令装置更新等に向けた事業計画の作成が必要です。
・市民自らが迅速に対応するための火災対応力や応急手当能力を強化する必要がありま
す。

・大規模震災時の同時多発火災の延焼防止対策として
スタンドパイプ消火資機材を導入します。
・地域の消防力の強化を図るため、消防団第３分団２
班車庫詰所の移転建て替えに伴う、用地買収及び建築
工事を行います。

新規事業の立案

・初期消火用資機材整備事業
・消防団車庫詰所整備事業

めざす成果 具体的な施策 取り組み内容 事業名 　担当課

消防啓発事業 警防課

消防功労者等表彰事務 消防総務課

火災予防広報事業 予防課

尐年消防団支援事業 予防課

住宅防火対策事業 予防課

応急手当普及啓発事業 救急救命課

高度救急資機材等整備事業 救急救命課

救護活動用機材整備事業 救急救命課

街頭消火器維持管理事業 消防署管理課

消防団員等公務災害補償事業 消防総務課

消防団車両維持管理事業 警防課

消防団員被服貸与事務 警防課

消防団車庫詰所施設維持管理事務 警防課

消防団活動用資機材整備事業 警防課

消防団運営支援事務 警防課

消防団車庫詰所整備事業 警防課

消防団員手当等支給事務 警防課

消防団員健康管理事務 警防課

消防団員研修・技術向上支援事業 警防課

防火管理･保安体制等確立支援事業 予防課

火災予防査察事務 予防課

防火対象物消防用設備設置指導事務 予防課

危険物施設等許認可指導事務 予防課

１１９番等受信出動指令事務 指令課

通信指令装置維持管理事務 指令課

消防・救急無線デジタル化移行事務 指令課

消防職員研修事業 消防総務課

消防水利施設維持管理事業 警防課

消防水利標識設置事業 警防課

消火栓設置事業 警防課

防火水槽設置事業 警防課

消防活動用資機材整備事業 警防課

都市間等災害協力推進事業 警防課

メディカルコントロール推進事業 救急救命課

消火活動事業 消防署管理課

救助活動事業 消防署管理課

救急活動事業 消防署管理課

消防運営検討事務 消防総務課

消防吏員採用事務 消防総務課

消防被服等貸与事務 消防総務課

消防庁舎維持管理事務 警防課

消防車両整備事業 警防課

消防車両維持管理事務 消防署管理課

消防活動管理事務 消防署管理課

消防隊等の活動能力が、最大

限に発揮できる体制、設備を

整える

消防行政を円滑に運営し、消

防職員が業務に専念できる良

好な職務環境をつくる

①、②

市民の防災意識を高揚させる

とともに、市民自らが、災害や

事故に対して迅速で的確な対

応ができるようにする

十分な消防力が整ってい

る
市民、地域、事業者の火

災対応力や応急手当能力

を強化する

事業所からの出火防止及び

災害が発生したときの被害の

拡大を防止する

火災などの災害に対し、

被害を最小限にするた

め、迅速かつ効率・効果的

な活動を行う

③

消防隊や救急隊が、迅速に現

場に到着できる体制を整える

消防団の防災力の維持、向上

を図る


